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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

（注）当社は平成23年３月期まで連結財務諸表を作成していたため、平成23年３月期のキャッシュ・フローの状況については記載しておりません。 
 

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 34,955 9.4 450 1.4 325 11.1 312 △33.6

23年3月期 31,961 10.1 444 △19.0 292 △28.6 471 21.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 9.55 ― 10.1 1.6 1.3
23年3月期 14.38 ― 17.5 1.5 1.4

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 20,098 3,254 16.2 99.35
23年3月期 19,814 2,937 14.8 89.65

（参考） 自己資本   24年3月期  3,254百万円 23年3月期  2,937百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,687 △37 △1,002 4,420
23年3月期 ― ― ― ―

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

24年3月期 ― ― ― 0.00 0.00 ― ― ―

25年3月期(予想) ― ― ― 0.00 0.00 ―

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 

（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,000 △14.5 △170 ― △220 ― △240 ― △7.33

通期 35,000 0.1 430 △4.5 320 △1.6 250 △20.1 7.63



※  注記事項 

(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無

② ①以外の会計方針の変更  ： 無

③ 会計上の見積りの変更  ： 無

④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 32,800,000 株 23年3月期 32,800,000 株

② 期末自己株式数 24年3月期 41,807 株 23年3月期 36,485 株

③ 期中平均株式数 24年3月期 32,761,123 株 23年3月期 32,764,530 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等について
は、添付資料２ページ「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
２．平成23年３月期までは連結業績等を開示しておりましたが、子会社 大拓林業株式会社は平成23年３月31日に解散し、平成23年６月29日に清算結了したた
め、非連結による業績等の開示へ変更しております。 
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１．経営成績 

 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績 

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から一部に回復の兆しがみられるものの、欧

州債務危機に端を発した世界経済の減速や円高の定着、デフレの影響等、依然として企業を取り巻く環

境は極めて厳しく、先行き不透明な状況で推移しました。 

建設業界におきましては、公共建設投資は補正予算の執行で増加傾向にあり、民間設備投資も回復基

調に復しているものの、受注競争は非常に厳しい状況にあります。また、労務費の高騰や原油価格の高

騰による工事採算の悪化等、収益環境も非常に厳しい状況にあります。 

このような状況下、当社では独自の企画提案による受注強化、内部統制の強化による経営の可視化、

リスク管理の徹底、コスト競争力の強化などの戦略を継続的に実行し、経営基盤の強化を継続して推し

進めてまいりました。 

その結果、当事業年度における工事受注高は 27,760 百万円（前年同期比 0.1％減）となり、厳しい受

注環境の中ではあったものの、独自の企画提案による受注強化等により前年並みの工事受注高となりま

した。この工種別内訳は、土木工事 31.3％、建築工事 68.7％の割合であり、また発注者別内訳は、官公

庁工事 29.4％、民間工事 70.6％の割合であります。 

また、完成工事高は当期の工事受注高が減少したものの、当期首手持工事の出来高進捗率が高かった

こと等により 34,313 百万円（前年同期比 9.5％増）となり、これに兼業事業売上高 641 百万円を加えた

売上高は 34,955 百万円（前年同期比 9.4％増）となりました。 

利益面につきましては、売上高が増加したことに加え、経営基盤の強化諸施策等による効果で、利益

を確保できる体制へと強化ができたことにより、経常利益は 325 百万円（前年同期比 11.1％増）となり

ました。 

これに特別利益として固定資産売却益 19 百万円を計上した結果、税金費用控除後の当期純利益

は 312 百万円（前年同期比 33.6％減）となり、３期連続の黒字となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

（建設事業） 建設事業においては、受注高 27,760 百万円（前年同期比 0.1％減）、売上高 34,313

百万円、セグメント利益 997 百万円となりました。 

（不動産事業）不動産事業においては、売上高 22 百万円、セグメント利益５百万円となりました。 

（砕石事業） 砕石事業においては、売上高 618 百万円、セグメント利益 46 百万円となりました。 

 

 （ご参考） 

   当社は、当事業年度より連結財務諸表の作成を行っておりません。なお、前事業年度の連結業績

は、売上高 31,962 百万円、営業利益 444 百万円、経常利益 291 百万円および当期純利益 469 百万

円であります。 

                                   （単位：百万円） 

平成 23 年３月期（連結） 

（自 平成 22 年４月１日 至 平成 23 年３月 31 日） 

報告セグメント 受注高 売上高 セグメント利益 

建 設 事 業 27,786 31,334 984 

不動産事業 － 80 52 

砕 石 事 業 － 546 25 

 

②次期の見通し 

  建設業界の今後の見通しにつきましては、公共建設投資は東日本大震災からの復旧・復興工事、なら

びに大震災を教訓として促進が図られる全国的な防災・減災工事の展開により、これまでの減少傾向か

ら少なくとも横ばいでの推移が予想され、また、民間設備投資は復興需要も押し上げ要因となり、緩や

かな回復基調で推移するものと予想されるものの、受注競争は熾烈を極め、また、労務費や原油等原材

料価格の高騰が工事採算を悪化させる等、非常に厳しい環境が今後も続くものと予測されます。 
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このような状況下、平成 24 年度の業績を次の様に見通します。 

 【個別業績見通し】 

   受 注 高   ３３，５００百万円 

   売 上 高   ３５，０００百万円 

   営 業 利 益      ４３０百万円 

   経 常 利 益      ３２０百万円 

   当期純利益      ２５０百万円 

 

③中期事業計画等の進捗状況 

  「５カ年中期事業計画（2007 年度～2011 年度）」の計画値と当事業年度業績との比較は以下の通りで

あります。 

                           （単位：百万円） 

 平成 23 年度 計画値 平成 23 年度 実績値

受 注 高 38,000 27,760

売 上 高 40,000 34,955

売上総利益 2,190 1,668

経 常 利 益 810 325

 

  当社の５カ年中期事業計画期間は、サブプライム問題、リーマンショック、ＥＵ問題、東日本大震災、

円高問題、世界経済の減速等々により、企業の設備投資は抑制され、住宅市況も低迷しました。 

  また、原油に代表される原材料価格や労務費が高騰する等、想定以上に経済環境が変化しました。 

  これらは、当社の経営環境にも大きな影響を与え、受注高・売上高が計画値を下回り、更にはコスト

増加要因を吸収しきれなかったことによる売上総利益率低下の影響により、経常利益は計画値に対し、

40.1％の達成率となりました。 

  しかしながら、コスト管理の徹底による赤字工事の一掃、与信管理の厳格化による貸倒の防止、工事

代金の早期回収の徹底等による資金繰りの改善等により、有利子負債を平成19年３月末の117億余から、

平成 24 年３月末には 57 億余まで圧縮しました。 

  また、３期連続の黒字により、自己資本比率は平成 19 年３月末の 8.2％から、平成 24 年３月末には

16.2％に上昇し、財政状態は着実に改善しました。 

 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

資産合計は、前事業年度末より283百万円増加の20,098百万円となりました。この主な要因は、現

金預金647百万円、受取手形427百万円の増加と、完成工事未収入金444百万円の減少等によるもので

あります。 

負債合計は、前事業年度末より33百万円減少の16,843百万円となりました。この主な要因は、支払

手形245百万円、工事砕石未払金438百万円の増加と、長期・短期借入金976百万円の減少等によるも

のであります。 

純資産合計は、前事業年度末より317百万円増加の3,254百万円となりました。この主な要因は、当

期純利益312百万円を計上したこと等によるものであります。 

これにより、自己資本比率は16.2％（前事業年度末は14.8％）となりました。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、4,420 百万円となりました。 

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得た資金は 1,687 百万円となりました。これは主に貸倒引当金の減少がありましたが、

長期営業外未収入金の減少と仕入債務が増加したためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロ－） 

投資活動の結果使用した資金は 37 百万円となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出を

したためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロ－） 

 財務活動の結果使用した資金は 1,002 百万円となりました。これは主に短期借入金の純減額と長期借

入金の返済によるものであります。 
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（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   当社は、株主のみなさまへの利益還元を経営の最重要課題の一つと考えております。配当につきま

しては、中長期な視点から安定的に配当を継続することを基本として、安定した企業活動を営むため

の適正な内部留保の水準、業績の見通しや将来の事業展開等を総合的に勘案し、決定することにして

おります。 

誠に遺憾ながら当期も引続き無配とさせて戴きますが、今後も全社一丸となって収益基盤の強化を

図り、早期に配当が行えるように取り組んでまいります。 

 

 

２．企業集団の状況 

 

 当社は、株式会社長谷工コーポレーションの関連会社であり、総合建設事業を営んでおります。 

 当企業集団は、当社及びその他の関係会社１社で構成され、その主な事業内容は、建設事業、不動産事

業、砕石事業であり、さらに各々に付帯する事業を行っております。 

 また、前事業年度まで連結子会社であった大拓林業株式会社は、平成 23 年３月 31 日に解散し、平成 23 年

６月 29 日に清算結了したため、連結子会社はなくなりました。 

 
 
【事業系統図】                    
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３．経営方針 

 
（１）会社の経営の基本方針 

   当社は、「最高の品質と最良のサービスでお客様の感動を」を経営理念として、どんな時代・環境下に

おいても、お客様の要望に的確にお応えし、そして喜んでいただける事を最大の喜びとし、これらの行

為を通じて、社会に貢献できる企業を目指しております。 

また、外部環境の変動による影響を最小限に抑え、持続的発展が可能な姿にすべく、次代を見据えた

利益重視の経営を推進し、顧客、株主、取引先及び社員にとっての企業価値を最大にすることを経営の

基本方針としております。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

   当社は、株式会社長谷工コーポレーションとの施工・資材調達・人的交流などの業務提携の継続、お

よび阪急電鉄株式会社との事業協力関係の維持により、安定した建設事業の推進体制を堅持しておりま

す。 

今後は、継続して安定した企業活動を営むための「営業基盤」と「収益構造」を確立する事を最重要

課題として位置付け、次の３つの施策を中長期的な戦力として、実行してまいります。 

第１に、前期より着実に成果を上げてきた土地持込の企画提案型営業をさらに深耕し、公共工事にお

ける競争入札の優位性を左右する企業評価を向上させるほか、拡大するストック市場において、お客様

のあらゆるニーズに対応できるリフォーム事業の体制を構築し、「事業量の安定的な確保」を図ります。 

第２に、土地利用に関する提案をより迅速にかつ精度よく、適正価格で提供すべく、当社独自の仕様・

価格体系を整備するほか、土木分野において、大型工事を獲得できる体制を確立し、「生産性、価格競争

力の向上」を図ります。 

第３に、わが国最大の市場である首都圏エリアを、再度、確実に当社の重点事業エリアとすべく、「首

都圏での基盤整備」を図り、最適な事業ポートフォリオの構築を目指します。 

これら３つの施策に加え、管理部門においては、内部統制を有効活用し、リスクヘッジと効率化を両

立させる業務体系を目指した弛まぬ継続的改善により、全体最適化を実現させることで、安定した経営

基盤の構築と持続的発展可能な企業への転換を図ります。 

なお、上記戦略を実施することにより、「５カ年中期事業計画（2007 年度～2011 年度）」に続く数値目

標を、平成 27 年３月期をモデル年度として、受注高 350 億円、売上高 365 億円、経常利益 5.7 億円に設

定いたしました。 

 

（３）会社の対処すべき課題 

   当社は、現在の先行き不透明な事業環境が当面続くものと考えております。 

このような状況下、持続的発展可能な企業となるためには、事業量を確実に確保すること、および高

い収益性を保持することが、最も重要であると考えております。 

その為には、お客様への提案力、コスト管理力、そして営業力の強化に拘りながら、いち早く環境の

変化を見極め、コア事業である建設事業（建築・土木・リフォーム）を拡大するための諸施策を実行し、

安定した経営基盤を構築することで、さらなる飛躍を目指してまいります。 
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４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 3,773 4,420

受取手形 468 895

完成工事未収入金 9,937 9,492

売掛金 140 144

未成工事支出金 102 23

商品及び製品 180 166

販売用不動産 72 72

不動産事業支出金 482 481

仕掛品 0 0

材料貯蔵品 102 107

前払費用 51 45

未収入金 565 657

未収消費税等 187 －

差入保証金 24 3

その他 11 11

貸倒引当金 △171 △166

流動資産合計 15,929 16,357

固定資産   

有形固定資産   

建物 1,048 1,050

減価償却累計額 △240 △264

建物（純額） 808 786

機械及び装置 1,532 1,458

減価償却累計額 △1,431 △1,392

機械及び装置（純額） 101 65

車両運搬具 41 45

減価償却累計額 △34 △38

車両運搬具（純額） 7 6

工具器具・備品 313 318

減価償却累計額 △258 △268

工具器具・備品（純額） 55 50

土地 1,580 1,575

リース資産 135 110

減価償却累計額 △78 △43

リース資産（純額） 56 66

有形固定資産合計 2,609 2,551

無形固定資産   

電話加入権 19 19

施設利用権 0 0

ソフトウエア 4 3

リース資産 6 3

ソフトウエア仮勘定 296 296

無形固定資産合計 326 323
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 384 389

関係会社株式 0 －

出資金 0 0

長期貸付金 15 －

従業員に対する長期貸付金 106 86

長期営業外未収入金 678 363

差入保証金 366 306

破産更生債権等 35 32

長期前払費用 1 8

その他 74 69

貸倒引当金 △713 △390

投資その他の資産合計 948 865

固定資産合計 3,885 3,740

資産合計 19,814 20,098

負債の部   

流動負債   

支払手形 2,208 2,453

工事・砕石未払金 5,768 6,207

短期借入金 6,496 5,570

1年内返済予定の長期借入金 150 112

リース債務 24 24

未払金 122 82

未払費用 25 27

未払法人税等 45 42

未払消費税等 － 41

未払事業所税 3 4

未成工事受入金 656 652

前受金 10 13

預り金 29 31

完成工事補償引当金 24 30

工事損失引当金 170 175

賞与引当金 53 70

固定資産購入のための支払手形 13 3

仮受金 83 256

その他 6 5

流動負債合計 15,893 15,805

固定負債   

長期借入金 75 62

リース債務 38 47

退職給付引当金 870 928

その他 0 0

固定負債合計 984 1,038

負債合計 16,877 16,843
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,640 1,640

資本剰余金   

その他資本剰余金 202 202

資本剰余金合計 202 202

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 1,094 1,407

利益剰余金合計 1,094 1,407

自己株式 △3 △3

株主資本合計 2,933 3,246

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3 8

評価・換算差額等合計 3 8

純資産合計 2,937 3,254

負債純資産合計 19,814 20,098
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高   

完成工事高 31,334 34,313

砕石事業売上高 546 618

不動産事業売上高 80 22

売上高合計 31,961 34,955

売上原価   

完成工事原価 29,804 32,731

砕石事業売上原価   

製品期首たな卸高 191 180

当期製品製造原価 494 540

合計 685 720

製品期末たな卸高 180 166

差引売上原価 505 554

不動産事業売上原価 3 1

売上原価合計 30,314 33,287

売上総利益   

完成工事総利益 1,529 1,582

砕石事業総利益 40 64

不動産事業総利益 76 21

売上総利益合計 1,647 1,668

販売費及び一般管理費   

役員報酬 102 107

従業員給料手当 457 496

賞与引当金繰入額 11 16

退職給付費用 50 54

法定福利費 75 84

福利厚生費 18 18

旅費交通費及び通信費 41 40

動力用水光熱費 11 11

事務用品費 32 25

調査研究費 26 26

広告宣伝費 3 2

貸倒引当金繰入額 5 △1

貸倒損失 3 0

交際費 21 23

寄付金 2 0

地代家賃 87 85

減価償却費 38 32

修繕維持費 41 43

租税公課 33 34

事業所税 3 4

保険料 1 1

支払手数料 95 86

諸会費 17 10

雑費 17 11

販売費及び一般管理費合計 1,203 1,217

営業利益 444 450
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業外収益   

受取利息 6 4

有価証券利息 0 0

受取配当金 4 5

保険配当金 6 5

業務受託手数料 0 －

受取事務手数料 4 4

還付加算金 － 3

雑収入 6 8

営業外収益合計 28 32

営業外費用   

支払利息 124 122

支払手数料 15 12

休止固定資産減価償却費 20 －

雑支出 20 22

営業外費用合計 180 157

経常利益 292 325

特別利益   

固定資産売却益 － 19

受取契約精算金 117 －

貸倒引当金戻入額 66 －

償却債権取立益 41 －

特別利益合計 224 19

特別損失   

前期損益修正損 15 －

特別損失合計 15 －

税引前当期純利益 502 344

法人税、住民税及び事業税 31 32

当期純利益 471 312
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,640 1,640

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,640 1,640

資本剰余金   

その他資本剰余金   

当期首残高 202 202

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 202 202

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 623 1,094

当期変動額   

当期純利益 471 312

当期変動額合計 471 312

当期末残高 1,094 1,407

自己株式   

当期首残高 △3 △3

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計   

当期首残高 2,462 2,933

当期変動額   

当期純利益 471 312

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 471 312

当期末残高 2,933 3,246
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 △23 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26 4

当期変動額合計 26 4

当期末残高 3 8

評価・換算差額等合計   

当期首残高 △23 3

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26 4

当期変動額合計 26 4

当期末残高 3 8

純資産合計   

当期首残高 2,439 2,937

当期変動額   

当期純利益 471 312

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 26 4

当期変動額合計 497 317

当期末残高 2,937 3,254
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（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前当期純利益 344

減価償却費 134

貸倒引当金の増減額（△は減少） △312

工事損失引当金の増減額（△は減少） 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 57

受取利息及び受取配当金 △10

支払利息 122

有形固定資産売却損益（△は益） △19

売上債権の増減額（△は増加） 14

長期営業外未収入金の増減額（△は増加） 314

破産更生債権等の増減額（△は増加） 2

たな卸不動産の増減額（△は増加） 0

未成工事支出金の増減額（△は増加） 79

未成工事受入金の増減額（△は減少） △4

仕入債務の増減額（△は減少） 683

その他 416

小計 1,829

利息及び配当金の受取額 8

利息の支払額 △117

法人税等の支払額 △32

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,687

投資活動によるキャッシュ・フロー  

投資有価証券の取得による支出 △1

有形固定資産の取得による支出 △56

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △0

長期貸付けによる支出 △1

長期貸付金の回収による収入 21

投資活動によるキャッシュ・フロー △37

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △926

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △150

リース債務の返済による支出 △26

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,002

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 647

現金及び現金同等物の期首残高 3,773

現金及び現金同等物の期末残高 4,420

㈱森組(1853)　平成24年３月期　決算短信

－13－



（５）継続企業の前提に関する注記 

 

該当事項はありません。 

 

（６）重要な会計方針 

 

１．会計処理基準に関する事項 

（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法  

     有価証券 

そ の 他 有 価 証 券 ： 時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純 

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定 

しております） 

              時価のないもの 移動平均法による原価法 

デ リ バ テ ィ ブ ： 時価法 

未 成 工 事 支 出 金           ： 個別法による原価法 

商 品 及 び 製 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

販 売 用 不 動 産 ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法） 

不動産事業支出金 ： 個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切 

下げの方法） 

仕 掛 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

材 料 貯 蔵 品 ： 総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

  （ロ）重要な固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く）：定率法（但し、建物については定額法） 

無形固定資産（リース資産を除く）：定額法（但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における 

利用可能期間（５年）に基づく定額法） 

リ ー ス 資 産：所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零として算出する方法によっております。 

  （ハ）重要な引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金           ： 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見 

込額を計上しております。 

完成工事補償引当金           ： 完成工事に対して予想される無償の補修費用の発生に備えるため、実績繰入率

に将来の補償見込額を加味して計上しております。 

工 事 損 失 引 当 金 ： 当事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれ、かつ、その金 

額を合理的に見積ることができる工事について、その損失見込額を計上してお

ります。 

 

㈱森組(1853)　平成24年３月期　決算短信

－14－



賞 与 引 当 金           ： 従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお 

ります。 

退 職 給 付 引 当 金          ： 従業員の退職金支給に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年 

金資産の見込額に基づき計上しております。 

なお、会計基準変更時差異（1,643 百万円）については、15 年による均等額を

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

（ニ）重要な収益及び費用の計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

①当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事 

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法） 

     ②その他の工事 

       工事完成基準 

（ホ）重要なヘッジ会計の方法 

   ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法 ： 繰延ヘッジ処理によっております。ただし、金利スワップの特例処理の適用

条件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しております。 

   ヘッジ手段とヘッジ対象 ： ヘッジ手段 金利キャップ、金利スワップ 

                 ヘッジ対象 借入金 

ヘ ッ ジ 方 針 ： 当社の社内規定に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。 

ヘッジ有効性評価の方法 ： ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性を評価し

ております。ただし、特例処理によっている金利スワップについては有効性

の評価を省略しております。 

（へ）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

     キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資からなっております。 

（ト）その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

①支払利息は、原則として期間費用処理しておりますが、特定の大型長期開発事業に要した資金に対する正常

な開発期間の支払利息については、取得原価に算入しております。 

②消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しております。  

 

（７）表示方法の変更 

 

（貸借対照表） 

   前事業年度において、「流動負債」の「その他」に含めておりました「仮受金」は、金額的重要性が増したため、

当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組

替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「その他」に表示していた 90 百万円は、「仮受

金」83百万円、「その他」６百万円として組み替えております。 
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（８）追加情報 

 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

   当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

 

（９）財務諸表に関する注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

                                       （前事業年度）  （当事業年度） 

１．不動産事業支出金の取得原価に算入した支払利息の額               16 百万円     16 百万円 

     当事業年度は取得原価に算入すべき支払利息はありません。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額                                            2,042 百万円  2,007 百万円 

 

３．担保に供している資産及び担保に係る債務 

  担保に供している資産                不動産事業支出金   102 百万円   102 百万円 

                            建 物   758 百万円   738 百万円 

                            土 地   1,404 百万円  1,399 百万円 

                            投資有価証券    68 百万円     70 百万円 

担保に係る債務                     短 期 借 入 金   4,396 百万円  3,920 百万円 

 

４．保証債務                                  60 百万円    16 百万円 

 

５．期末日満期手形 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。 

  なお、当期の末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。 

受取手形     26百万円 

支払手形      0百万円 

 

（損益計算書関係） 

                                       （前事業年度）  （当事業年度） 

１．工事進行基準による完成工事高                      27,927 百万円  26,289 百万円  

 

（株主資本等変動計算書関係） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

                                       （前事業年度）  （当事業年度） 

発行済株式（普通株式）                                                 32,800,000 株   32,800,000 株 

自己株式（普通株式）                                                       36,485 株       41,807 株 
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

　前事業年度は連結財務諸表を作成しておりましたが、当事業年度は個別の財務諸表のみを作

成しております。したがって、「キャッシュ・フロー計算書」は当事業年度のみを記載してお

ります。

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目と金額の関係

現金預金勘定

預入期間が３ヶ月を超える定期預金

現金及び現金同等物

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

（単位：百万円）

イ．退職給付債務 △ 2,209

ロ．年金資産 1,007

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 1,201

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 328

ホ．未認識数理計算上の差異 △ 54

ヘ．貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ） △ 928

ト．前払年金費用 －

チ．退職給付引当金（ヘ－ト） △ 928

4,420 百万円

－ 百万円

4,420 百万円

 （当事業年度） 

(平成24年３月31日)

（注）１.「ロ．年金資産」には総合設立厚生年金基金である「全国建設厚生年金基金」の
　　　　　年金資産額（給与総額比）は含めておりません。
　　　　　　当事業年度　1,684百万円

　当社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度を設けているほか、総合設立の厚
生年金基金制度に加入しております。また、従業員の退職に際して割増退職金を支払う場
合があります。

・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項
　(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成23年３月31日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　200,504百万円
　　　年金財政計算上の給付債務の額　217,370百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　 △16,865百万円

　(2)制度全体に占める当社グループの拠出割合（平成23年３月31日現在）
　　　0.84％

　(3)上記(1)の差引額の内訳は、年金財政計算上の過去勤務債務残高(7,094百万円）、
　　 資産評価調整額(1,670百万円)、当年度不足金（10,350百万円）及び別途積立金
　　 （2,250百万円）であります。
     本制度における過去勤務債務の償却方法は、期間10年の元利均等償却であり、当社
　　 は、当期の財務諸表上、特別掛金14百万円を費用処理しております。
　　 なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。

当事業年度
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３．退職給付費用に関する事項

（単位：百万円）

イ．勤務費用 177

ロ．利息費用 43

ハ．期待運用収益 △ 21

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 109

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 13

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） 321

 （注）１．総合設立型の厚生年金基金については、年金基金への要拠出額を退職給付費用と

　　　　　して処理しており、「イ．勤務費用」に含めております。

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ロ．割引率 ２.０％

ハ．期待運用収益率 ２.５％

ニ．数理計算上の差異の処理年数 １３年

ホ．会計基準変更時差異の処理年数 １５年

当事業年度

至 平成24年３月31日

自 平成23年４月１日

当事業年度

自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日

（発生時の従業員の
平均残存勤務期間の
年数による定額法に
より、翌事業年度か
ら費用処理すること
としております。）
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（持分法損益等）

　　当社は関連会社がないため、該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】
１．報告セグメントの概要

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　　当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）
(単位：百万円）

売    上    高

　外部顧客への売上高 34,313 22 618 34,955

－ － 14 14

計 34,313 22 632 34,969

997 5 46 1,049

11,381 602 1,635 13,620

44 － 54 99

報告セグメント

建設事業 不動産事業 砕石事業 計

　セグメント資産

　セグメント間の内部売上高
　又は振替高

　セグメント利益

　　減価償却費

34

　その他の項目

　　無形固定資産の増加額

　　有形固定資産及び
－ 44 78

　　「建設事業」は、土木・建築その他建設工事全般に関する事業を営んでおります。「不動産事業」
　は、不動産の開発・売買、交換及び賃貸並びにその代理、仲介を営んでおります。「砕石事業」は、
　砕石、砕砂等の製造販売を営んでおります。

　　当社は、社内業績管理単位であるサービス別の事業本部を基礎とし、経済的特徴が類似している事
　業セグメントを集約した「建設事業」、「不動産事業」及び「砕石事業」を報告セグメントとしてお
　ります。

　　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
　が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので
　あります。

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「（６）重要な会計方針　１．会計処理基準
　に関する事項」における記載と概ね同一であります。
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４．報告セグメント合計額と財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容
　　　（差異調整に関する事項）

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

　報告セグメント計

(単位：百万円）

34

1

134

80
　　無形固定資産の増加額

　　減価償却費

　　有形固定資産及び

99

78

　財務諸表の資産合計 20,098

その他の項目
報告セグメント計

当事業年度

調整額（注） 財務諸表計上額

当事業年度 当事業年度

当事業年度

　全社資産（注） 6,478

　全社費用（注） △ 599

　財務諸表の営業利益 450

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

34,969

△ 14

　財務諸表の売上高

売上高

　セグメント間取引消去

1,049

利益

34,955

当事業年度

当事業年度

13,620

資産

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社資
      産にかかるものであります。

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない財務諸表提出会社での
　　　余資運用資金及び本社建物であります。
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（関連情報）

当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　（１）売上高

　　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

　（２）有形固定資産

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円）

（報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報）

当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

（報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報）

当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

（報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報）

当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）

　該当事項はありません。

11,231 　建設事業

　大阪府 3,807 　建設事業

　㈱長谷工コーポレーション

関連するセグメント名顧客の名称又は氏名 売上高
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（関連当事者情報）

当事業年度（自 平成23年４月１日　至 平成24年３月31日）

1.関連当事者との取引

　（１）財務諸表提出会社と関連当事者との取引

　　（ア）財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等
(単位：百万円）

受取手形 227
未収入金 12

共同施工
工事原価

(注)１．上記金額のうち、取引金額は消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。

　  ２．工事の受注については、（株）長谷工コーポレーションより提示された価格と、市場の実勢価格を勘案して受注し

　　　　ております。

　  ３．当社は金融機関からの借入金に対し、(株)長谷工コーポレーションより債務保証予約を受けております。

期末残高

(注1)

関連当事者
取引の内容 科 目取引金額

(注1)

種類
資本金又
は出資金

事業の内容又
は職業

設計施工関
連事業
不動産関連
事業

議決権等
所在地

会社等の名
称又は氏名

の所有(被
と の 関 係

所有)割合

その他の
関係会社

（株）長谷工
コーポレー
ション

東京都
港区

57,500
被所有
直接29.3%

工事の受注
工事の共同施工

工事の売上
(注2)

債務の
被保証予約
(注3)

3,150 － －

11,231

完成工事
未収入金

工事・砕
石未払金10,827 1,967

2,361
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（１株当たり情報） 

                                     （前事業年度）         （当事業年度） 

１株当たり純資産額                             89.65 円          99.35 円    

１株当たり当期純利益                          14.38 円           9.55 円     

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（注）算定上の基礎は、以下の通りであります。 

１．１株当たり純資産額                     （前事業年度）         （当事業年度） 

純資産の部の合計額                       2,937 百万円       3,254 百万円    

純資産の部の合計額から控除する金額                － 百万円         － 百万円    

普通株式に係る期末の純資産額                  2,937 百万円       3,254 百万円    

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数  32,763 千株         32,758 千株    

 

２．１株当たり当期純利益                    （前事業年度）         （当事業年度） 

当期純利益                                471 百万円         312 百万円    

普通株主に帰属しない金額                       － 百万円         － 百万円    

普通株式に係る当期純利益                   471 百万円        312 百万円    

期中平均株式数                         32,764 千株         32,761 千株    

 

（重要な後発事象） 

  該当事項はありません。 

 

（開示の省略） 

  上記以外の注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略し

ております。 
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（10）受注及び売上の状況

 ①受注工事高

（単位：百万円）

     　          期    別 前事業年度 当事業年度

自 平成22年４月１日 自 平成23年４月１日

   事業区分 至 平成23年３月31日 至 平成24年３月31日

 建設事業受注高

     （土木工事受注高） 　 8,849 　 8,679 △ 169  △ 1.9

     （建築工事受注高） 　 18,937 　 19,080 　 143 　 0.8

合  　  計　 　 27,786 　 27,760 △ 26  △ 0.1

 ②売上の状況

（単位：百万円）

     　          期    別 前事業年度 当事業年度

自 平成22年４月１日 自 平成23年４月１日

   事業区分 至 平成23年３月31日 至 平成24年３月31日

 建設事業売上高

     （土木完成工事高） 　 13,865 　 14,502 　 636 　 4.6

     （建築完成工事高） 　 17,469 　 19,811 　 2,342 　 13.4

小    計　 　 31,334 　 34,313 　 2,979 　 9.5

 不動産事業売上高 　 80 　 22 △ 57  △ 71.4

 砕石事業売上高 546 618 　 72 　 13.2

合  　  計　 　 31,961 　 34,955 　 2,993 　 9.4

比 較 増 減
増 減 率
（％）

比 較 増 減
増 減 率
（％）
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５．その他 

 
（１）役員の異動 

 
役員の異動 

 
執行役員の異動（平成２４年６月２２日予定） 

 

○新任執行役員 

新 役 職 名 氏  名 現 役 職 名 

執行役員 

 土木事業本部 施工部・技術部担当 

 

佐藤
さ と う

 英二
え い じ

 土木事業本部 施工統括部長 

 

○その他の異動 

新 役 職 名 氏  名 現 役 職 名 

取締役 常務執行役員 

土木事業本部長、 

砕石事業担当 

川副
かわぞえ

 裕介
ゆうすけ

 

取締役 執行役員 

土木事業本部長、 

砕石事業担当 

常務執行役員 

 東京建築事業本部長、 

 東京本店長（支配人） 

中村
なかむら

  均
ひとし

 

執行役員 

 東京建築事業本部長、 

 東京本店長（支配人） 
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〔ご参考〕 
 代表取締役、取締役の選任につきましては、平成２４年６月２２日開催予定の当社第７９回

定時株主総会と総会終了後に開催される取締役会において正式決定する予定です。 

 

新 役 員 体 制 
 

（平成２４年６月２２日予定） 

 

 以 上 

役  職 氏  名 担 当 ま た は 兼 務 職 

代表取締役 

代表取締役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

取 締 役 

 

 

 

 

 

 

 

 

常勤監査役 

社外監査役 

社外監査役 

会   長 

社   長 

副社長執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

執行役員 

 

 

山本 光一 

村上 和朗 

川畑 晴彦 

河野 常治 

馬場 重一 

藤野 隆博 

竹本 雅俊 

川副 裕介 

中田 順次 

中村   均 

藤田 守廣 

吉田 裕司 

上山 悦也 

高力   敦 

坂本 昌隆 

佐藤 英二 

金山 童化 

籔口   隆 

能上 尚久 

 

 

経営企画統括、全社事業統括 

全社事業統括、安全統括部担当、大阪本店長（支配人） 

ＣＳＲ統括部担当 

大阪建築事業本部長、全社事業統括 

全社事業統括 

土木事業本部長、砕石事業担当 

大阪リフォーム事業本部長 

東京建築事業本部長、東京本店長（支配人） 

全社事業統括 

土木事業本部副本部長 兼 営業統括部長 

経営企画副統括 兼 総務人事部統括部長 

東京建築事業本部副本部長（営業統括） 

経営企画副統括（理財部・経営企画部担当） 

土木事業本部 施工部・技術部担当 

 

弁護士法人御堂筋法律事務所 社員 

阪急電鉄㈱ 取締役 不動産事業副本部長兼不動産開発部長 
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（２）受注高・完成工事高及び繰越工事高

  　　　　（単位：百万円）

  

        期　　別   

比較増減

項　　目 構成比 構成比  

 (％)  (％)

官公庁 6,314 22.7 7,894 28.4 　 1,580 　 25.0

2,535 9.1 785 2.9 △ 1,749 △ 69.0

計 8,849 31.8 8,679 31.3 △ 169 △ 1.9

官公庁 66 0.3 280 1.0 　 213 　 320.3

18,870 67.9 18,800 67.7 △ 70 △ 0.4

計 18,937 68.2 19,080 68.7 　 143 　 0.8

 官公庁 6,380 23.0 8,174 29.4 　 1,793 　 28.1

21,406 77.0 19,585 70.6 △ 1,820 △ 8.5

計 27,786 100 27,760 100 △ 26 △ 0.1

官公庁 10,991 35.1 12,291 35.8 　 1,299 　 11.8

2,873 9.1 2,210 6.4 △ 662 △ 23.1

計 13,865 44.2 14,502 42.3 　 636 　 4.6

官公庁 1,188 3.8 909 2.7 △ 279 △ 23.5

16,280 52.0 18,902 55.1 　 2,621 　 16.1

計 17,469 55.8 19,811 57.7 　 2,342 　 13.4

 官公庁 12,180 38.9 13,200 38.5 　 1,020 　 8.4

19,154 61.1 21,113 61.5 　 1,958 　 10.2

計 31,334 100 34,313 100 　 2,979 　 9.5

 官公庁 13,706 37.1 9,309 30.6 △ 4,397 △ 32.1

7,269 19.7 5,844 19.3 △ 1,425 △ 19.6

計 20,976 56.8 15,153 49.9 △ 5,822 △ 27.8

官公庁 1,315 3.6 686 2.3 △ 629 △ 47.8

14,617 39.6 14,516 47.8 △ 101 △ 0.7

計 15,933 43.2 15,202 50.1 △ 731 △ 4.6

官公庁 15,022 40.7 9,995 32.9 △ 5,026 △ 33.5

21,887 59.3 20,360 67.1 △ 1,527 △ 7.0

 計 36,909 100 30,355 100 △ 6,553 △ 17.8

建築

計

計

土木

建築

土木

受
 
　
　
注
　
 
　
高

完
　
成
　
工
　
事
　
高

繰
　
越
　
工
　
事
　
高

民間

民間

民間

民間

民間

建築

土木

金    額

民間

民間

民間

民間

増減率

(％)

計

当　事　業　年　度

自  平成23年４月１日

至　平成24年３月31日

前　事　業　年　度

自  平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

金    額
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